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被災した住宅の修理に係る事前準備及び発災時対応について 

 

 

 
Ⅱ．事前準備編 Ⅲ．発災時対応編 

１．被災した住宅の修理等の相談への対応に係る準備 １．被災した住宅の修理等の相談 

（１） 

（１）住宅の修理等に関する相談体制の整備に向けた準備 

《都道府県、市町村》 

 住宅の修理等に関する相談への対応については、都道府県、市町村、住宅・建築関係団体等の役割分
担を事前に検討・調整しておくことが重要である。 

 特に発災後は、被災した地方公共団体の対応すべき業務が膨大に発生することから、住宅の修理等に
係る技術的な面での相談対応等、外部化することが可能な業務については、事前に住宅・建築関係団
体等との協力体制を構築しておくことが重要である。 

 具体的には、発災後に速やかに住宅の修理等に関する相談体制を整備できるよう、住宅・建築関係団
体と協定等を締結しておくことが望ましい。 

 被災者からの相談は住宅分野だけでなく、法律、福祉、雇用、金融等多くの分野に渡ることが想定さ
れるため、これらの関係団体等との協力体制の構築についても事前に検討しておくことが望ましい 。 

（１）住宅の修理等に関する相談体制の整備 

《都道府県、市町村》 

 事前に検討・調整しておいた各主体の役割分担を確認する。 

 事前に協力体制を構築していた住宅・建築関係団体、法律、福祉、雇用、金融等の関係団体等に協力
を要請し、相談体制を整備する。 

 

（２） 

（２）相談方法の検討と相談業務マニュアルの準備 

《都道府県、市町村》 

 発災後に速やかに被災した住宅の修理等に関する相談体制を整備し、相談への対応を実施できるよ
う、事前に相談方法（電話相談、窓口相談及び現地相談）について検討しておくことが重要である。 

 具体的には、相談方法に応じた業務内容、各主体（都道府県、市町村、住宅・建築関係団体、その他
の関係団体等）の役割分担、人員配置、業務フロー、相談窓口の設置場所、費用負担等について検討・
調整を行い、事前にそれらを定めた具体的な相談業務マニュアルを作成しておくことが重要である。 

 また、相談に際して、都道府県・市町村における複数の担当部署に亘る被災者支援策の情報を事前に
整理しておき、発災後迅速かつ的確に被災者に提供できるよう、当該情報を担当部署間で共有してお
くことが望ましい。  

（２）相談対応の開始 

《都道府県、市町村》 

 被害状況や関係団体の協力状況等を踏まえ、事前に検討していた相談方法（電話相談、窓口相談及び
現地相談）の中から実施可能かつ効果的な相談方法を決定するとともに、事前に準備していた相談業
務マニュアルを必要に応じて更新の上、決定する。 

 当該相談業務マニュアルに基づき、相談方法に応じた業務内容、各主体（都道府県、市町村、住宅・
建築関係団体、その他の関係団体等）の役割分担、人員配置、業務フロー、相談窓口の設置場所、費
用負担等について決定し、連携先の住宅・建築関係団体及びその他関係団体等にこれらの内容を伝え
る。 

 被災した住宅の修理等の相談対応を実施する。 

（３） 

（３）修理業者に関する情報提供の準備 

《都道府県、市町村》 

 発災後に被災者が自ら修理業者を探して工事を依頼することを念頭に、住宅・建築関係団体等の協力
を得て、被災者に対して修理業者に関する情報（修理業者名、所在地、電話番号等の連絡先、請け負
える工事の種類と規模、対象地域、所属団体等）を提供する仕組（修理業者の情報の収集・整理に係
る作業フロー等）について、事前に検討しておくことが重要である。 

 修理業者に関する情報をリスト化し（以下「修理業者リスト」という。）、発災時に迅速に被災者に情
報提供できるよう、定期的に更新しておくことが望ましい。 

 修理業者リストは、災害救助法に基づく応急修理制度において工事を実施する修理業者を指定した
リスト（以下「指定業者リスト」という。）の作成に活用することが可能である（３（４）参照）。 

 また、被災者が自らの力で修理業者を探すことができないことも想定されるので、住宅・建築関係団
体等の協力を得て、被災者に修理業者を紹介する仕組についても事前に検討しておくことが重要で
ある。 

《住宅・建築関係団体等》 

 被災した住宅の修理に対応する意向のある修理業者に関する情報を、事前に修理業者リストとして
整理し、発災時に都道府県に提出できるよう準備しておくことが重要である。 

 発災時に最新の修理業者リストを速やかに提出できるよう、修理業者リストの掲載情報を定期的に
更新しておくことが望ましい。 

 

（３）修理業者に関する情報提供の実施 

《都道府県、市町村》 

 被災者が自ら修理業者を探して工事を依頼できるように、住宅・建築関係団体と連携し、事前に準備
していた仕組により、被災者に対し、修理業者に関する情報を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《住宅・建築関係団体等》 

 事前に作成しておいた修理業者リストの掲載業者に、被害状況及び応急修理の対応可否を照会し、修
理業者リストを更新する。 

 更新した修理業者リストを都道府県に提出する。 

 

１．相談対応 

資料№４－２ 
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Ⅱ．事前準備編 Ⅲ．発災時対応編 

２．緊急復旧に係る準備 ２．緊急復旧への対応 

（１） 

（１）緊急復旧に必要な資材の確保に係る準備 

《都道府県、市町村》 

 被災した住宅の緊急復旧に必要な資材を可能な限り備蓄し、その備蓄資材の種類や数量を的確に把
握しておくことが重要である。 

 ただし、庁舎やその他の公共施設等において備蓄できる量には限界があるため、他の地方公共団体、
ＮＰＯ法人、物販業等の民間団体・事業者等と事前に協定等を締結し、資材の供給に係る協力体制を
構築しておくことが重要である。 

 

（１）緊急復旧に必要な資材の調達 

《都道府県、市町村》 

 被災した住宅の緊急復旧に必要な資材について、資材毎に備蓄している数量を確認する。 

 備蓄状況や被害状況等により、当該被災地方公共団体が備蓄している資材のみでは緊急復旧に必要
な資材が不足する場合、事前に協力体制を構築している他の地方公共団体、ＮＰＯ法人、物販業等の
民間団体・事業者等に対して、資材の供給を依頼し、必要な資材を調達する。 

 

（２） 

（２）緊急復旧に係る情報の提供の準備 

《都道府県、市町村》 

 発災後速やかに被災した住宅の緊急復旧の方法等に関する情報を提供できるよう、当該情報につい
て事前に収集・整理しておくことが重要である。 

 緊急復旧においては、屋根、外壁・窓、床、水道管等の設備への対応が必要となり、過去の災害の経
験で得られた対応方法の蓄積を生かし、被災者に適切な情報を提供していくことが重要である。 

 特に水害の場合は、浸水した住宅の被害の状況をできる限り詳細に写真に撮った後、汚泥等を除去
し、清掃、洗浄、消毒して、十分に乾燥させることが必要である等、修理工事に取りかかる前に一定
の作業及び期間が必要となることを周知することが重要である。 

 

（２）緊急復旧に係る情報の提供 

《都道府県、市町村》 

 事前に収集・整理した緊急復旧の方法等について、ホームページや避難所の掲示板等への掲載等によ
り、速やかに被災者に情報提供する。 

 また、緊急復旧は被災者自らが実施できるものもあるが、屋根上での高所作業等、危険が伴うものに
ついては、原則として修理業者に依頼するよう周知する。 

 

 
 
 

  

２．緊急復旧 
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Ⅱ．事前準備編 Ⅲ．発災時対応編 

３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）の実施に係る準備 ３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）の実施 

（１） 

（１）市町村への事務委任に係る検討 

① 市町村に委任する事務の事前の取決め 

《都道府県》 

 災害救助法に基づく応急修理制度に係る事務の市町村への委任について、事前に市町村と検討・調整
を行っておくことが必要である。 

 市町村に事務委任する場合には、市町村に委任する事務（救助の内容、手続等）について事前に取決
め、地域防災計画、手引書、協定等に位置付けておくことが重要である。 

 発災後の制度運用の際の、市町村への支援体制等についても検討しておくことが望ましい。 

（１）市町村への事務委任 

 

《都道府県》 

 都道府県は、災害救助法に基づく応急修理制度について、事務委任に係る事前の取決め及び被害状況
等を踏まえ、市町村に委任する事務の内容及び当該事務を行うこととする期間を決定し、市町村に通
知する。（以下の説明では、事務委任することを前提としている。） 

 

《市町村》 

 市町村は、都道府県からの事務委任に係る通知を受け、応急修理制度の実施に取り掛かる。 

 

 

② 都道府県と市町村での意見交換、事務委任の内容の確認 

《都道府県、市町村》 

 都道府県は、市町村担当者が参加する連絡会議を開催する等、平時より都道府県・市町村の間で事務
委任の内容等について定期的に意見交換できる場を設け、必要に応じて、当該内容等を見直し・更新
しておくことが望ましい。 

（２） 

（２）実施要領、様式等の作成 

《都道府県》 

 都道府県は、災害救助法に基づく応急修理制度の対象者、応急修理の範囲、基準額（費用の上限額）、
手続のフロー等について、「災害救助事務取扱要領」（平成 30年４月 内閣府）や過去の災害におけ
る取組例等を参考に、「住宅の応急修理実施要領（以下「実施要領」）という。」として事前に定めて
おくことが重要である。 

 当該手続に必要となる書類の様式及び記載例もあわせて作成し、実施要領にて位置付け、これらにつ
いて事前に市町村に提供しておくことが望ましい。 

《市町村》 

 都道府県から提供された実施要領、様式類及び記載例を元に、必要に応じて追記・修正更新の上、市
町村版の当該資料を作成する。 

（２）実施要領、様式等の更新・決定 

《都道府県》 

 事前に準備していた実施要領、様式類及び記載例について、被害状況等を踏まえ必要に応じて更新の
上、決定し、市町村に提供する。 

 

 

 

 

《市町村》 

 都道府県から提供された実施要領、様式類及び記載例を確認する。 

 これらについて、被害状況等を踏まえ必要に応じて更新の上、市町村版として決定する。 

（３） 

（３）管理台帳、業務マニュアルの作成 

① 管理台帳のひな形の作成 

《都道府県》 

 応急修理制度を受け付けた案件の状況を管理するための台帳（以下「管理台帳」という。）のひな形
を事前に作成しておくことが重要である。 

 その際、申込受付件数や応急修理分の見積額の合計等の都道府県が管理上必要となる項目を想定し
て作成し、できたひな形については事前に市町村と共有しておくことが望ましい。 

《市町村》 

 発災後の制度運用の際には、管理台帳に随時申込者（被災者）の情報を入力していくこととなるため、
管理台帳に情報を入力する担当者や入力ルール等を定め、事前に業務マニュアル（（３）②参照）に
記載しておくことが望ましい。 

（３）管理台帳の決定・業務体制の整備 

① 管理台帳の決定 

《都道府県》 

 事前に準備していた管理台帳のひな形について、被害状況等を踏まえ必要に応じて更新の上、決定
し、市町村に提供する。 

 

 

《市町村》 

 都道府県から提供された管理台帳のひな形を確認し、被害状況等を踏まえ必要に応じて更新の上、市
町村版として決定する。 

 

② 業務マニュアルの作成 

《市町村》 

 市町村において担当する予定の事務の内容を整理し、庁内の担当部局（災害救助法所管部局、住宅・
建築部局等）の役割分担、人員配置、業務フロー、受付窓口の設置場所等を定めた具体的な「業務マ
ニュアル」を事前に作成しておくことが重要である。 

 特に、庁内における応急修理制度の主管部局については、過去の災害での運用実績も踏まえると、応
急修理工事の範囲に関する技術的な相談への対応の他、住宅・建築関係団体や修理業者との連絡調整

② 業務体制の整備 
《市町村》 

 事前に準備していた業務マニュアルについて、被害状況等を踏まえ必要に応じて更新の上、決定す
る。 

 当該業務マニュアルに基づき、庁内の担当部局の役割分担、人員配置、業務フロー、受付窓口の設置
場所等を決定する。 

３．災害救助法に基づく応急修理制度 （都道府県が市町村に事務委任することを想定） 
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Ⅱ．事前準備編 Ⅲ．発災時対応編 

３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）の実施に係る準備 ３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）の実施 

等が必要となることから、住宅・建築部局を主管部局として位置付けることが望ましい。 

 業務マニュアルでは、担当職員間で混乱が起きないよう役割分担表を作成する等、各担当職員の役割
を明確にしておくことが望ましい。 

 

（４） 

（４）指定業者リストの作成に係る準備 

① 修理業者リストを元にした指定業者リストの作成 

《都道府県》 

 住宅・建築関係団体等の協力を得て作成した修理業者リスト（１（３）参照）を、指定業者リストの
作成に役立てられるよう市町村に提供する。 

 

 

《市町村》 

 都道府県から修理業者リストの提供を受け、それを踏まえて指定業者リストを事前に作成しておく
ことが重要である。 

 指定業者リストを作成した場合は、当該指定業者に対し、応急修理制度の概要や手続フロー等につい
て事前に説明を行っておくことが望ましい。 

 また、制度運用の際には、被災者が指定業者リストに掲載されていない修理業者に修理工事を依頼す
る場合も想定されるため、そのような修理業者を当該リストに追加する際のルール等を事前に検討
し、業務マニュアル（（３）②参照）に記載しておくことが望ましい。 

 

（４）指定業者リストの作成 

 

《都道府県》 

 住宅・建築関係団体等に、被害状況及び応急修理の対応可否を踏まえた修理業者リストの更新、提出
を要請する。 

 住宅・建築関係団体等から提出された修理業者リストを市町村に提供する。 

 

《住宅・建築関係団体等》（１（３）より再掲） 

 事前に作成しておいた修理業者リストの掲載業者に、被害状況及び応急修理の対応可否を照会し、修
理業者リストを更新する。 

 更新した修理業者リストを都道府県に提出する。 

 

 

 

 

 

 

《市町村》 

 都道府県から提供された修理業者リストを踏まえ、指定業者リストを更新する。 

② 指定業者リストの掲載情報の定期的な更新 

《市町村》 

 修理業者リスト（１（３）参照）の掲載情報が更新された場合は、指定業者リストも更新する。 

（５） 

（５）制度周知資料の作成、周知方法の検討 

① 制度周知資料のひな形の作成 

《都道府県》 

 発災後速やかに被災者及び修理業者に応急修理制度について周知できるよう、事前に応急修理制度
に関する周知資料のひな形を作成しておくことが重要である。 

 

 

 

 

（５）制度の周知 

① 制度周知資料の決定・提供 

《都道府県》 

 事前に作成していた応急修理制度に関する周知資料のひな形を、被害状況等を踏まえ必要に応じて
更新の上、決定し、市町村に提供する。 

《市町村》 

 都道府県から提供された応急修理制度に関する周知資料のひな形を確認し、被害状況等を踏まえ必
要に応じて更新の上、市町村版として決定する。 

 

② 制度周知方法の検討 

《都道府県、市町村》 

 発災時に実施可能な応急修理制度の周知方法（ホームページ、広報カー、行政連絡放送、テレビ、ラ
ジオ、都道府県・市町村の広報誌への掲載、説明会の開催、チラシの郵送等）を事前に検討しておく
ことが重要である。 

 大規模災害に備えて、市町村外・都道府県外に避難する被災者に対する周知方法（避難先への広報誌
の送付等）も検討しておくことが望ましい。 

② 制度の周知 

《都道府県、市町村》 

 事前に検討していた制度周知方法の中から、被害状況等を踏まえ、実施可能かつ効果的な方法を採用
し、被災者及び修理業者に対して応急修理制度を周知する。 

 

（６） 

－ （６）－１ 応急修理制度に係る手続の実施（戸建住宅の場合） 

（６）－２ 応急修理制度に係る手続の実施（区分所有マンションの場合） 
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・事務委任の通知 

《都道府県》 《市町村》 

・実施要領、様式類及び記載
例を必要に応じて更新の
上、市町村に提供 

 

・被害状況及び応急修理の
対応可否を踏まえた修理
業者リストの更新、提出
を要請 

・事前に作成していた修理業者リ
ストに掲載されている業者に被
害状況及び応急修理の対応可否
を照会（１（３）参照） ・都道府県から提供された実施要

領、様式類及び記載例を確認 
・これらについて必要に応じて更
新の上、市町村版として決定 

《住宅・建築関係団体等》 《被災者》 《修理業者》 

・修理業者リストを受領し
市町村に提供 

 

・修理業者リストを更新し都道
府県に提出（１（３）参照） ・人員配置、受付窓口の設置 

被災者・修理業者に応急修理制度を周知 

①申込書等の提出 ②申込書等の受付 

③要件審査、必要書類の提供 ④必要書類の受領 

⑤修理見積書の作成依頼 ⑥現地確認、施工前の写真
の撮影 

⑦修理見積書の作成 ⑧修理見積書の内容確認 

⑨修理見積書等の提出 

（１） 

（３） （２） 

（４） 

⑩内容確認 

⑪修理依頼書の交付、必要
書類の提供 

⑫修理依頼書等の受領 

⑬修理依頼書が交付されたこ
とを申込者に連絡 

⑯工事完了報告書、請求書及び
施工中・施工後の写真の提出 

⑰工事完了報告書の審査、
工事費用の支払い 

（５） 

（６） 

事前準備と発災時対応の対応関係 

・都道府県から提供された修理
業者リストを踏まえ、指定業
者リストを更新 

 

・管理台帳のひな形を必要に応
じて更新の上、市町村に提供 

 

Ⅲ．発災時対応編 

・都道府県から提供された
管理台帳のひな形を確認
し、必要に応じて更新の
上、市町村版として決定 

・事前に準備していた業務
マニュアルを必要に応じ
て更新の上、決定 

 

Ⅱ．事前準備編 

（１）市町村への事務委任に係る検討 

（２）実施要領、様式等の作成 

（３）管理台帳、業務マニュアルの作成 

（４）指定業者リストの作成に係る準備 

（５）制度周知資料の作成、周知方法の検討 

（６）-1 応急修理制度に係る手続きの実施（戸建住宅の場合） 
（６）-2 応急修理制度に係る手続きの実施 

（区分所有マンションの場合） 
 

 
 

・都道府県から提供された制度周
知資料（ひな形）を確認し、必
要に応じて更新・決定 

 

・制度周知資料のひな形を
必要に応じて更新の上、
市町村に提供 

 

⑨´修理見積書等の提出 

⑮工事を実施 

（１） 

 
（２） 

 
（３） 

 
（４） 

 
（５） 

 
（６） 

 

３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の

応急修理）の実施に係る準備 

３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急

修理）の実施 

⑭修理業者から連絡を受け、
工事日程を調整 

（１）市町村への事務委任 

（２）実施要領、様式等の更新・決定 

（３）管理台帳の決定・業務体制の整備 

（４）指定業者リストの作成 

（５）制度の周知 

応急修理制度を実施する際の流れ （都道府県が市町村に事務委任することを想定） 

 

・通知を受け、応急修理制度の実施を開始 


